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主       文 

被告人を懲役４年に処する。 

未決勾留日数中３００日をその刑に算入する。 

大阪地方検察庁で保管中の現金２３００万円（領置番号省略）を没収

する。 

被告人から５２００万円を追徴する。 

訴訟費用は被告人の負担とする。 

理       由 

【罪となるべき事実】 

 被告人は、Ａ市議会議員として、同市議会で議決すべき議案の質疑、討論、表決

等の職務権限を有していたものであるが、Ａ市が発注し、同市議会の議決を要する

Ａ市新火葬場整備事業建設工事（以下「本件工事」という。）の請負契約締結に関

して、土木・建築工事の請負等を目的とするＢ社を代表企業とする特定建設工事共

同企業体（以下「Ｂ社ＪＶ」ともいう。）がその優先交渉権者に選定されるに当た

り、Ｂ社代表取締役Ｃ、Ｄ社代表取締役Ｅらの間で、Ｄ社を代表企業とする特定建

設工事共同企業体が本件工事の事業者選定手続を途中辞退するなどの方法により本

件工事をＢ社ＪＶに受注させることがあらかじめ合意されていたことを認識しなが

ら、令和２年７月９日、Ａ市役所同市議会議場において、令和２年Ａ市議会６月定

例会の開会中、同定例会に付議されたＢ社ＪＶとの間の本件工事請負契約締結に係

る議案を可決することについて、あえて異議を唱えることなく賛成する職務上不正

な行為をした上、これに対する謝礼等の趣旨の下に供与されるものであろうことを

知りながら、 

１ 令和３年６月２１日頃、Ｆ事務所において、Ｂ社取締役Ｇから、現金３０００

万円の供与を受け、 

２ 同年１２月２２日頃、同所において、Ｃから、現金４５００万円（主文掲記の

２３００万円はその一部）の供与を受け、 
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もって自己の職務上不正な行為をしたことに関し、賄賂を収受した。 

【証拠の標目】 

 （略） 

【事実認定の補足説明】 

第１ 争点及びそれに対する判断の概要 

 本件の主たる争点は、⑴被告人が職務上不正な行為を行ったか、すなわち、被告

人が、ＣとＥらとの間でＢ社ＪＶに本件工事を受注させることがあらかじめ合意さ

れていたこと（「受注調整」は多義的ではあるが、審理経過にかんがみ、ここでい

う合意がされていたことを限定して指すものとして、以下「本件受注調整」とい

う。）を認識しながら、本件工事請負契約締結に係る議案を可決することにつき賛

成したか（争点①）、⑵被告人がこれに関して賄賂を収受したといえるか（その金

額はいくらか）、被告人がそのことを認識していたか（争点②）である。なお、公

訴権濫用に当たるかも争われている（争点③）。 

 主たる争点について、検察官は、⑴被告人は、本件受注調整に自ら関与し、それ

を認識しながら、本件工事請負契約締結に係る議案につき、何ら異議を唱えること

なく賛成の表決をしたのであるから、職務上不正な行為をした、⑵被告人は、判示

のとおり２回にわたり現金合計７５００万円を受け取っており、その趣旨は、本件

工事の受注に向けて、被告人が、本件受注調整、本件工事の発注方式や公募型プロ

ポーザル参加要件の変更、市議会での契約締結に係る議案への賛成表決などといっ

た一連の便宜を図ったことに対する謝礼としての賄賂であって、市議会議員として

の不正な職務行為との対価性がある、被告人もそうした趣旨を認識していた旨主張

する。これに対し、弁護人は、⑴被告人は、本件受注調整に関与しておらず、それ

を知らずに、本件工事請負契約締結に係る議案に賛成したのであるから、職務上不

正な行為をしたとはいえない、⑵被告人は、２回にわたりいずれもＣから各３００

０万円を受け取ったが、その趣旨は、１回目は貸金、２回目は選挙資金の贈与であ

り、賄賂ではないし、被告人にはそうした認識はなかった旨主張する。 
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 当裁判所は、⑴被告人は、本件受注調整（ＣとＥらとの間の合意)を仲介してい

る上、それ以前にもＢ社とＤ社との間で受注調整がなされていたことを認識してい

たこと、本件受注調整を前提にこれを後押しする行動をしていたこと、要件変更に

関して関係者から働きかけを受けることなどにより、本件受注調整の存在を認識し

ながら、本件工事請負契約締結に係る議案に賛成しており、職務上不正な行為を行

ったと認められる、⑵被告人は、判示のとおり２回にわたりＧ又はＣから現金合計

７５００万円を受け取っており、その趣旨は、本件工事をＢ社ＪＶが受注するに際

し、被告人がＣの依頼等を受けて本件受注調整の仲介をしたり発注方式についての

説明会の設定等をしたりするなど一定の関与をした上、参加要件の変更に関しＣら

からの働きかけを受けるなどして本件工事をＢ社ＪＶが受注するべく事態が推移し

ていることを把握する中で、本件受注調整を認識しながら、市議会での契約締結に

係る議案に異議をとどめずに賛成表決をしたことなどの一連の便宜を図ったことに

ついての謝礼の趣旨、すなわち、市議会議員としての職務に関する対価であるとと

もに、職務上不正な行為に対する対価をも含む賄賂の趣旨であり、被告人はそうし

た趣旨が含まれているであろうことを認識していたと認められ、したがって、判示

のとおり加重収賄罪が成立すると判断した。以下、説明する。 

第２ 前提事実 

 関係各証拠（()内は主な証拠）によれば、以下の事実が容易に認められる。 

 １ 被告人の経歴、市議会議員としての職務権限等 

 ⑴ 被告人は、平成６年４月にＡ市議会議員に当選し、以後、７回にわたって同

市議会議員に当選し、その間、市議会議長、議会運営委員会委員長、総務委員会委

員長、予算特別委員会委員長などの役職を歴任しており、本件当時も市議会議員で

あった（甲１）。 

 被告人は、本件当時、Ａ市議会議員として、同市議会において議決すべき議案に

対し、質疑、討論、表決等を行う職務権限を有していた。１億５０００万円以上の

工事の請負契約の締結となる本件工事の請負契約締結は、この議決すべき議案に含
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まれる。（関係法令、甲７） 

 ⑵ 被告人は、２０歳頃から、家業である建設業のＦ組で稼働し、３０歳頃にＦ

組の跡を継ぎ、その後、土木・建築業等の株式会社Ｆ建設（その後株式会社Ｚ建設

に商号変更）を設立し、主にＡ市の公共事業などを請け負っていた（甲３７）。同

社の代表取締役は、被告人のおばや、平成２３年以降は被告人の内妻が務めている

（甲３６、３７、被告人１２回１３頁）。 

 被告人の後援会事務所であるＦ事務所は、同社と同じ建物の２階に所在する（甲

３７）。 

 ２ Ｂ社及びＤ社について 

 ⑴ Ｂ社は、Ａ市に本店を置き、土木・建築工事の請負等を目的として昭和４１

年９月に設立され、遅くとも平成２６年９月から令和４年７月までＣが代表取締役

を務めるとともに、遅くとも平成２６年９月から取締役であったＧも令和３年９月

から令和４年７月まで代表取締役を務めていた（甲１１）。 

 ⑵ Ｄ社は、Ａ市に本店を置き、総合建設の設計、施工等を目的として昭和３５

年１２月に設立され、その後、大阪市に本店を移転し、Ａ市に支店（社内では「奈

良本社」と呼んでいる。）を置くようになり、遅くとも平成２９年６月以降、Ｅが

代表取締役を務めていた（甲１２）。  

 ３ 本件工事の受注状況等 

 ⑴ 平成２８年頃、Ａ市新火葬場整備事業（本件工事）が本格化し、その後、そ

の基本計画が策定されたが、当初は設計・施工の分離発注方式であった。 

 しかし、平成３１年４月頃、その発注方式が設計・施工一括発注のＤＢ（デザイ

ンビルド）方式に変更され、新しい方式を導入するのに伴いＡ市側において必要と

なった本件工事の発注者支援業務について、令和元年７月２２日、Ｈ社が落札した

（甲１５８）。 

 ⑵ 令和２年１月３１日、本件工事の公募型プロポーザルへの参加資格要件等を

含む募集要項が公表された。その応募者は、設計企業、建設企業、工事監理企業及
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び火葬炉企業で構成する異業種特定ＪＶ（特定建設工事共同企業体）である必要が

あった（甲１４、１５８）。 

 ⑶ 令和２年２月２５日、Ｂ社を代表企業とするＪＶは、Ｉグループの名称で、

本件工事の公募型プロポーザルへの参加申請を行った。Ｉグループは、建設企業の

Ｂ社、設計・工事監理企業のＪ社、火葬炉企業のＫ社で構成されていた（甲１５、

２０、１５８）。 

 ⑷ 令和２年２月２８日、Ｄ社を代表企業とするＪＶは、本件工事の公募型プロ

ポーザルへの参加申請を行ったが、同年４月１４日、参加辞退届を提出して参加を

辞退した（甲１６、１７、１５８）。 

 ⑸ 令和２年５月１８日、Ｉグループは、プロポーザル審査の結果、優先交渉権

者に選定され、同年６月２４日、Ａ市は、Ｉグループとの間で、本件工事の請負仮

契約（以下「本件仮契約」という。）を税込２４億６６００万円で締結した（甲１

５、１８ないし２０、１５８）。 

 ⑹ 令和２年７月９日、被告人も出席する令和２年Ａ市議会６月定例会において、

本件仮契約が議会の議決に付され、被告人を含む誰からも質疑等のないまま異議な

く可決され、本契約としての効力を生じた（甲７、２０、１５８）。   

 ⑺ 本件工事の請負代金等は、出来高払金や中間前払金として、令和３年４月９

日に８３３８万７７００円、同年５月１０日に１億４５００万円、同年１２月１７

日に７２００万円、令和４年４月１５日及び２８日に１億９３８万５９００円及び

８億４２０万円が、Ｉグループに対して支払われた（甲１５８）。 

 ４ Ｄ社受注の工事に関するＢ社の関与等 

 ⑴ 令和２年５月２５日、Ａ市発注の（仮称）Ａ市防災市民センター建設事業

（以下「防災市民センター工事」という。）の募集要項が公表され、Ｄ社を代表企

業とするＪＶが、同年７月８日、公募型プロポーザルへの参加申請を行い、優先交

渉権者に選定され、令和３年３月１２日、Ａ市との間で請負仮契約を税込約２９億

９５００万円で締結し、同月２５日、Ａ市議会において、同請負仮契約が可決され
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た（甲２９、３０、３３ないし３５、１５８）。 

 ⑵ 令和２年７月７日、Ｂ社を代表企業とするＪＶは、防災市民センター工事の

公募型プロポーザルへの参加申請を行ったが、同年９月１日、応募辞退届を提出し

て応募を辞退した（甲３１、３２、１５８）。 

 ５ 本件工事までのＡ市等発注建築工事の入札等の状況 

 平成２６年３月から令和２年５月までの間にＢ社又はＤ社が入札に参加したＡ市

等発注建築工事４５件のうち、Ｂ社又はＤ社が落札した工事は３７件であるところ、

その落札率（予定価格に対する落札価格〔公募型プロポーザル方式では提案価格〕

の割合）は、９１．５％１件及び９７～９８％台２件を除いては、本件工事を含め

全て９９％以上となっていた（甲１３）。また、前記４５件のうち、Ｂ社又はＤ社、

若しくは両者を代表企業とするＪＶ以外の企業が入札に参加したのは、５件にとど

まっている（甲１３）。 

 なお、前記４５件の落札価格（提案価格）は、本件工事を除けば、高額なもので

も４億５０００万円程度であった。（甲１３） 

 ６ 本件の関係者について 

 Ｉグループは、建築業者Ｂ社のＣ及びＧ、火葬炉企業Ｋ社大阪支店長Ｌ及び同顧

問Ｍ、設計業者Ｊ社奈良事務所長Ｎらにおいて、Ｏの紹介により、一緒にＪＶを組

んで本件工事の受注を目指し、発注者支援業務を受注したコンサルタントのＨ社大

阪支店長Ｐと連携して、Ａ市側の情報を入手しつつ、本件工事の受注に至った。 

 Ｃ、Ｇ、Ｌ、Ｍ、Ｎ、Ｏ及びＰは、本件工事に関する公契約関係競売入札妨害被

疑事件等の被疑者として、Ｅも同罪名の被疑事件の被疑者として、いずれも取調べ

を受けたが、贈賄罪で起訴されたＣ及びＧを除き起訴されたものはいない。 

第３ 職務上不正な行為の有無（争点①） 

 まず、被告人が、本件受注調整について認識していたかを検討した上で、職務上

不正な行為を行ったといえるかを検討する。 
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 １ 本件受注調整の存在及びそれに向けた被告人の関与  

 ⑴ Ｂ社とＤ社が、本件工事についてＢ社ＪＶが受注することを前提に、事前に

相談をして、談合を疑われないようにするためにＤ社が本件工事のプロポーザルに

参加してすぐ辞退するなどしたこと、代わりにＤ社が受注した防災市民センターの

工事のプロポーザルにＢ社が参加してすぐ辞退したことは、前提事実や関係者の証

言から明らかである。 

 ⑵ Ｃ、Ｅ及びＱの証言概要 

 そして、本件工事についてＢ社ＪＶが受注することをあらかじめ合意をしていた

かという本件受注調整に関し、以下のとおり、Ｃは被告人に依頼した旨、Ｅは被告

人から提案を受けた旨、ＱはそれをＥから聞いた旨を証言する。 

 ア Ｃは、本件工事をＢ社のＪＶが受注するため、被告人に、ライバル企業とな

り得るＤ社の代表取締役であるＥと受注調整について話をしてもらいたいと考え、

平成３１年２月８日、一人でＦ事務所に行き、被告人に対し、「火葬場の整備事業

については、是非ともＢ社で受注をさせてほしい。」「Ｄ社さんには、次に予定さ

れております防災市民センターのほうの受注をしてもらうようにしてもらえない

か。」と言うと、被告人は納得して、「それで行こう。」と言った旨証言する。 

 イ Ｅは、平成３１年４月３日、被告人が、事前連絡の上でＤ社の奈良本社に来

社し、「火葬場建設工事についてはＢ社、防災市民センターについてはＥと思うけ

れども、いかがですか。」という話があった、本件工事はＢ社が受注し、防災市民

センター工事はＤ社が受注することでよいかという趣旨と理解し、Ｅの意向と同じ

であったので、「それでいい。」と答えると、被告人は、「それで行こう。」と言

った、その後、Ｄ社従業員のＱに、本件工事はＢ社、防災市民センター工事はＤ社

で受注するという提案を受けてこれに応じたことを伝えた旨証言する。 

 ウ Ｑは、同年４月３日、Ｅから、被告人と話をして、本件工事に関してはＢ社、

防災市民センター工事はＤ社が受注を目指すというすみ分けをしたと聞き、聞いた

内容を手帳に記録した旨証言する。 
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 ⑶ Ｃ、Ｅらの証言の信用性 

 ア まず、Ｅの証言の信用性からみる。Ｑが使用していた平成３１年・令和元年

の手帳には、「４／３社長」「市民会館 防災センター ３５°→２０° Ⓓ」「火

葬場 １１° Ⓑ」などとＤ社を表すⒹ、Ｂ社を表すⒷと表記した記載がある上、

この「Ⓓ」「Ⓑ」に矢印が引かれ、その矢印始点に「先生の想い」との記載もある

（甲１５２別添５。なお、Ｑの証言によれば、ここでいう「先生」とは、被告人を

指す。）。これらの記載は、平成３１年４月３日に、Ｑが、社長であるＥから、被告

人が、市民会館の跡地に建てられる防災センターについてはＥが、火葬場について

はＢ社が受注するという希望をもっている趣旨の話を聞いたということを意味する

と理解でき、Ｑの上記証言を強く裏付けるとともに、被告人からの提案をＱに伝え

た旨のＥの上記証言も裏付けるものとなっている。また、Ｅが使用していた２０１

９年の手帳の４月３日の欄に「１０：００ Ｆ氏来社」との記載があること（甲１

５２別添４４）は、被告人が同日、事前連絡の上、Ｄ社の奈良本社を訪れ、Ｅに話

をしたというＥの証言と整合する。さらに、Ｑは、令和２年４月８日、本件工事の

プロポーザル参加を辞退する予定であることを被告人に伝えてほしい旨を被告人の

親族であるＲに伝えた旨証言し、これは同日のＱの手帳の記載（甲１５２別添５）

に裏付けられているところ、Ｑが被告人に辞退予定を伝えようとしたこと（実際に

伝わったとは認められない。）は、Ｅ側が被告人から本件工事はＢ社と言われてい

たことを前提とするものであり、Ｅの証言を支えるものといえる。 

 Ｅは、捜査経緯に照らして本件受注調整に対する自己の関与を矮小化して証言す

る動機があるといえ、その証言の信用性は慎重に検討する必要がある（なお、この

点は、第２の６記載の他の関係者も同様である。）。しかし、Ｅにおいて、その当時

に、被告人が本件工事や防災市民センター工事を誰が受注するかについて、どのよ

うに話していたかに関して、あえて被告人の関与をうかがわせるような虚偽の事実

をＱに伝える動機があったとは認められないし、ましてＱにおいて、Ｅから聞いた

内容とは異なる虚偽の事実を手帳に記載したとも考えられない。以上によれば、Ｅ
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の上記⑵イの証言の信用性は高い。  

 イ 次に、Ｃの証言の信用性についてみる。Ｃが使用していた平成３０年１２月

令和元年１２月と書かれたスケジュール帳の２月８日の欄に「Ｆ事ム所 １：３０」

との記載がある（甲１５０別添１）ところ、同記載は、Ｃが同日、一人でＦ事務所

に行き、被告人と話をしたとのＣの証言を裏付けている。そして、被告人が、Ｂ社

が本件工事を受注したいとの意向をもっていることを知る機会はＣから聞く以外に

は考え難いことからすると、Ｃの上記証言は、被告人がＥに対し「火葬場建設工事

についてはＢ社」と言ったとの上記のとおり信用性の高いＥの証言とも整合的であ

る。よって、Ｃの上記⑵アの証言の信用性も高い。 

 ウ そして、これらとＧ及びＱの証言との整合性についてもみる。Ｇは、Ｃから

被告人にお願いしてきたと聞いた後にＱと話した際、本件工事をＢ社が受注させて

もらいたいと言ったところ、Ｑから、その代わり、防災市民センターについてはＤ

社が受注させてほしいと言われ、その後、Ｑにお付き合い参加（参加申請だけして

辞退すること）を依頼した旨証言する。また、Ｑも、Ｅから話を聞いた後、Ｇから、

Ｂ社が本件工事を受注したい、その代わり、防災市民センター工事はＥが頑張って

くださいと言われ、その後、Ｇから参加申請をして入札前に辞退してほしいと依頼

された旨証言する。 

 ＧとＱの上記証言は、前記１⑴の状況とよく整合するものであって、信用できる。

そして、ＧとＱが上記のとおり本件工事や防災市民センター工事をどちらが受注す

るかについて話した事実は、Ｃが被告人に本件工事をＢ社が受注できるようにして

ほしいと頼み、被告人がそのようにＥと話をし、これにＥが応じてその旨Ｑに伝え

たという上記⑵のＣ、Ｅ及びＱの証言と一連の流れとして整合しており、これらの

証言の信用性を支えるものである。 

 ⑷ 被告人の供述について 

 ア 被告人の供述概要 

 平成３１年２月８日頃に、ＣがＦ事務所を訪ねてきて、今度Ａ市で大きな公共事
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業が出るといって、防災市民センターと火葬場の話を出し、防災市民センターはＤ

社が行くだろう、自分は火葬場へ行きたいと話した。Ｄ社が建設した市民会館の用

地の建て替えが防災市民センターだから、その工事はＤ社が欲しいだろうし、本件

工事の現場はＢ社本社の近くなので、うまくこういう調整、話合いができたらいい

のにと思った。Ｃから、Ｅに本件工事について話してほしいなどと言われていない。 

 同月後半か３月初めに、Ｄ社奈良本社を訪れた際、Ｄ社のＳに、Ｃの上記趣旨の

発言を伝えたところ、Ｄ社は防災センターを取りにいくのではないかと言われ、Ｃ

が思っているように、Ｄ社は本件工事をＢ社に譲ると思った。 

 同年４月３日、事前にアポをとった上で、Ｄ社奈良本社を訪れたが、これは、Ｅ

に同月７日の県議会議員選挙の応援をお願いするためであり、防災市民センターに

つき頑張ってくださいと話したかもしれないが、Ｂ社とＤ社との間で受注調整をし

たことはない。 

 イ 被告人の供述の信用性 

 同年２月８日時点において、Ｃは、Ｄ社が防災市民センター工事を受注したいと

の意向をもっていることを知らなかったと考えられるところ、被告人の供述を前提

にすると、Ｃは、Ｆ事務所に出向いて、本件工事を受注したいという希望と防災市

民センター工事はＤ社が受注を目指すであろうという憶測のみを被告人に話して帰

ったことになる。しかし、その頃までには既にＪＶの構成員を固めるなどして本件

工事の受注を目指して行動していたＣが（この点は関係者の証言から明らかであ

る。）、頻繁に訪れているわけでもないＦ事務所にわざわざ出向いて、被告人にその

ような希望や憶測だけを伝えて帰ったというのは不自然である。 

 確かに、被告人は、親しい関係にあるＳに会うため、Ｄ社奈良本社を頻繁に訪れ

ていたことからすると、Ｓらから、防災市民センター工事について、Ｄ社が受注す

る意向がある旨聞いていた可能性はある。しかし、４月３日の件については、Ｅと

はそれほど親しい間柄でもないのに、Ｄ社が防災市民センター工事の受注を目指し

ていることを前提に「頑張ってくださいよ」などと激励するためだけに、奈良本社
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に週１時間以内しかいないＥに、事前に日時を約束してまで会いに行くとは考え難

い。この点、被告人は、Ｅに選挙の応援のお願いに行ったと供述するが、Ｅは、Ｓ

とは異なり被告人の政治活動には何ら関与していなかったのであるから、そのため

だけにわざわざ会いに行くということもやはり考え難い。 

 以上によれば、被告人の上記供述は信用できず、Ｃ、Ｅ及びＱの上記証言の信用

性を揺るがすものではない。 

 ⑸ 弁護人の主張について 

 弁護人は、同年４月３日に被告人から受注調整の要請を受けたというのは、２月、

３月のＩグループの動きに照らして遅すぎ、Ｅの前記証言は信用できない旨主張す

る。しかし、後述のとおり、本件工事を受注するにあたりＤＢ方式に変更した方が

よいと考えたＣらは、同年３月２７日に、被告人に対してＤＢ方式の説明を行って

いることからすれば、その１週間後に、被告人が、事前約束をした上で、親しい間

柄でもないＥを訪れてあえて話をする内容としては、本件工事や防災市民センター

工事をどちらが受注するかについてという方がむしろ自然であって、遅すぎるとは

いえず、弁護人の上記主張は採用できない。 

 ⑹ 検討 

 以上のとおり信用できるＣ、Ｅ及びＱ証言によれば、本件工事を受注したいと考

えたＣが、被告人に対して、本件工事をＢ社が受注し、Ｄ社は防災市民センター工

事を受注するようにしてもらいたい旨依頼し、それを受けて被告人が、Ｄ社奈良本

社を訪れ、Ｅに対し、本件工事はＢ社が受注し、防災市民センター工事はＤ社が受

注するということでどうかと提案し、Ｅがこれに応じたこと、そして、ＣやＥから

指示を受けた実務担当者であるＧとＱとの間で、本件工事をＢ社が受注することが

確認され、それに向けた具体的な段取りを決めたことが認定できる。そうすると、

本件受注調整の存在、すなわち、ＣとＥらとの間で本件工事をＢ社に受注させると

いう合意がなされたと認められ、それに際し、被告人は、Ｅに対して、Ｃの要望ど

おり口利きをして、その合意に向けた仲介をしたといえるのであるから、本件受注



 12 

調整を認識していたことが強く推認できる。 

 ２ 本件以前のＢ社とＤ社の受注調整状況 

 ⑴ Ｃ、Ｑの証言概要 

 Ｃは、本件以前のＢ社とＤ社との間の受注調整（ここでは、どちらが受注するか

についての合意の意）について、平成２６年３月に入札が執行されたＡ市ごみ中間

処理施設新設工事に関して、被告人からＤ社とＪＶを組むように言われたが、これ

までのＤ社とＢ社の受注総額に差があることを説明をして、その依頼を断った、結

局Ｂ社が受注できず、被告人からＤ社と仲良くやっていくようと言われたこともあ

って受注調整をするようになった、Ｂ社ではＧ、Ｄ社ではＱ等が受注調整の担当を

していたが、Ａ市総合運動公園管理事務所及び観覧エリア改修工事（平成３０年８

月入札・甲１３）は、Ｂ社とＤ社がいずれも受注の意向で調整がつかず、被告人に

仲裁してもらい、同工事はＢ社が受注し、Ｄ社はホール改修工事（令和元年１２月

入札・甲１３）を受注することになった旨証言する。 

 また、Ｑも、本件以前からＧを窓口に受注調整をしており、Ａ市市民会館解体工

事（平成２９年１２月入札・甲１３）に関して、Ｄ社もＢ社も受注したいというこ

とで折り合いがつかず、被告人に相談に行き、裁定を仰ぐ形でＤ社が受注したこと

があった旨証言する。 

 ⑵ Ｃ、Ｑの証言の信用性 

 Ｃの平成２６年３月の件に関する証言は、Ｃが使用していた平成２５年７月から

平成２６年１２月と書かれた手帳の「１／３０ Ｆ氏」との記載の下に、「Ｄ社」

「Ｂ社」と項目が分けられて、両社が受注した工事名やその受注額、両社の合計受

注額の差額が記載されていることとよく整合しており（甲１５０別添１）、信用で

きる（なお、被告人は、ＣにＤ社とＪＶを組んで参加するように言ったことはない

旨供述するが、Ｃの手帳の記載と整合せず、信用できない。）。また、Ｂ社とＤ社と

の間で受注調整をしてきたとのＣ及びＱの上記証言は、前記第２の５のＡ市等発注

建築工事の入札状況等と合致しているし、両社の受注調整に被告人が関与すること
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があった旨のＣ及びＱの上記証言は、相互に整合しており、それらの証言は信用で

きる。 

 ⑶ 検討 

 以上のとおり信用できるＣ及びＱの証言によれば、本件以前から、被告人は、Ａ

市等の公共工事に関して、Ｂ社とＤ社のどちらが受注するかにつき、提案したり相

談を受けたり承認したりしていたと認められ、両社の間で受注調整がなされている

ことを認識していたといえる（なお、被告人の供述も、この点の認識を否定するも

のとは理解されない。）。そして、このことは、被告人が、本件工事についてのＢ

社とＤ社との間の本件受注調整の存在を認識していたことを推認させる。 

 なお、ＣやＱの証言によっても、被告人が行ったという「仲裁」「裁定」の具体

的内容が明らかではなく、Ｃも、被告人が「それでええんちゃうか」と言っていた

と証言するだけで、被告人の提案を断っても嫌がらせを受けるなどしたことはない

とも証言していることをなどを踏まえると、被告人が、Ｂ社とＤ社の間で受注調整

ができない場合に、両社のどちらが受注するかを決めて、これに従わせていたとの

検察官が主張するような事実までは認められない。  

 ３ 本件工事の分離発注方式からＤＢ方式への変更 

 ⑴ 検察官は、平成３１年４月頃の本件工事の発注方式の変更に関し、被告人は、

Ｉグループの意向を受けて、その意向に沿うように、本件工事の発注方式をＤＢ方

式に変更させており、このことは、被告人が本件受注調整の存在を認識し、自ら調

整に関与していたことを裏付けると主張するのに対し、弁護人は、ＤＢ方式への変

更は市側の意向である旨主張するので、以下検討する。  

 ⑵ 平成３１年３月２７日のＦ事務所での説明について 

 本件工事の発注方式につき市側に働きかけてＤＢ方式へ変更することを目指して

いたＩグループのＣ、Ｐ及びＬが、平成３１年３月２７日、Ｆ事務所を訪問し、被

告人に対し、「Ａ市新火葬場整備事業のデザインビルド（ＤＢ）方式について」と

題する書面（甲１４８別添４。工期短縮やコスト減等のメリットをまとめたもの）
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に基づきＤＢ方式の説明を行い、被告人がＡ市側にも伝えておくから、ＰらがＡ市

側の担当者に説明に行くように言ったことは、Ｃのスケジュール帳の３月２７日の

欄の記載（甲１５０別添１）やＰの運転日報の記載（Ｐ別紙１）といった裏付けの

あるＣやＰの証言から認められ、被告人もそのこと自体は認めている。なお、Ｃは、

同年２月８日、前記第３の１⑵アのとおり被告人に本件受注調整に関する依頼に行

った際、ＤＢ方式の一括発注でお願いしたいと依頼した旨も証言するが、このこと

は、前記Ｑの手帳の４月３日の欄（甲１５２別添５）に「ＤＢ」の記載があること

とも整合し、信用できる。 

 ⑶ 平成３１年４月１７日のＡ市役所における説明会について 

 ア 同年４月１７日、Ａ市役所において、Ａ市役所の関係各課に対するＤＢ方式

に関する説明会（以下「本件説明会」という。）が開かれ、ＰらＨ社の担当者から

ＤＢ方式についての説明がされたこと自体は、関係証拠（Ｐ１０頁、甲１５２別添

２８等）から明らかである。 

 イ 本件説明会についてのＰらの証言概要 

 そして、本件説明会を設定したのが誰かについて、Ｐは、３月２７日の後、被告

人から、Ａ市役所の関係各課に説明の機会を設けるとして日時場所の連絡があった、

本件説明会の冒頭で、被告人は、本件工事に関してＤＢ方式は非常にメリットも大

きいので庁内で再検討してはどうかという趣旨の発言をした旨証言する。 

 また、Ａ市産業建設部参事であったＴは、同年４月に、Ａ市副市長であったＵか

ら参加を指示され本件説明会に参加したところ、その冒頭、被告人が「しっかりと

ＤＢ方式を勉強しろや」と言っており、その後、Ｈ社の職員からＤＢ方式によるメ

リット等が説明された旨証言する。さらに、Ｕは、被告人から、Ｈ社がＤＢ方式を

説明する説明会が行われるので参加するようにと言われ、担当職員にその旨伝え、

自身も参加した旨証言する。 

 ウ Ｐらの証言の信用性 

 被告人から連絡が入ったとのＰの上記証言は、Ｐが同年４月１２日にＨ社従業員
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に送ったメール中の「Ａ市のＦ先生から連絡が入り、所定のとおり、市長、担当部

長クラスへのＤＢの説明会（勉強会）が設定されました。」、日時については３１年

４月１７日１３時から、場所はＡ市との記載に基づくものである（Ｐ証言別紙３）。

Ｐの証言の信用性については慎重に検討する必要があることを踏まえても、Ｐが、

同メールを送信した時点において、誰が本件説明会の日時場所を設定したのかにつ

いて、Ｈ社の同僚に対してあえて虚偽の事実を記載する動機は想定し難く、被告人

から何も連絡が入っていないのに、Ｐがメールにわざと、被告人から本件説明会の

日時場所についての連絡が入ったとの虚偽の事実を記載しているとは考えられない。

Ｕも本件説明会が開催されることについて被告人から聞いたとＰの証言に沿う証言

をしている。 

 そうすると、被告人から本件説明会の開催の連絡が入った旨のＰの供述は、信用

できる（これに反する被告人の供述は、信用できない。）。 弁護人は、市議会議員

である被告人が、部長級が参加する日程の調整を市の担当者を介さずに独自に設定

できるはずはない旨主張するが、被告人が市の職員等に依頼して、本件説明会の日

時場所を設定、準備させれば足りるのであるから、不自然とまではいえず、Ｐの上

記証言の信用性は揺らがない。 

  なお、本件説明会の冒頭で、被告人が具体的に何と言ったかについては、Ｐ及び

Ｔの証言に食い違いがあるものの、ＤＢ方式の検討をするようにといった趣旨の発

言をした限度では一致しており、その限度で信用できる。 

 エ 以上Ｐらの信用できる上記証言部分によれば、被告人は、本件説明会の日時

場所を設定した上でＰに連絡し、本件説明会の冒頭に、ＤＢ方式の検討をするよう

にといった趣旨の発言をしたことが認められる。 

 ⑷ 本件説明会後のＤＢ方式の変更の経緯について 

 Ｔは、本件説明会の数日後に、ＵからＤＢ方式でいくとの指示があり、被告人か

ら言われているのかなと思ったと証言し、Ｕは、ＤＢ方式を採用せよとの被告人か

らの示唆であると思い、本件説明会からあまり日を置かずにＤＢ方式に変更するよ
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うに指示した旨証言する。 

 しかし、他方で、Ｕは、本件工事がＤＢ方式に変更される前に、Ｐが何度かＤＢ

方式への変更についての営業に来ていたとも証言している。本件説明会から数日で

ＤＢ方式に変更する方針となったことを前提にすると、本件説明会以前から、Ｐが

ＵらＡ市関係者に対しＤＢ方式への変更についての営業を行っていたと考えられる。

このことは、Ｐが、本件説明会の２日前である令和元年４月１５日、Ｋ社のＬやＨ

社の同僚に送ったメールの中に、「設計施工の分離発注からＤＢ方式一括発注への

営業的な動きが先行していた」との記載がある（Ｐ証言）ことに沿うものとみるこ

とも可能である。 

 そうすると、Ｐの営業を受けて、ＵらＡ市関係者が、工期の短縮やコスト減など

の理由から、従来の分離発注方式からＤＢ方式への変更を決めた可能性は否定しき

れない。このことは、Ａ市産業建設部事業推進課新火葬場整備係長であったＶが、

当時、一部事業に遅れがみられており、ＤＢ方式を採用することによって事業スケ

ジュールが間に合うのではないかと思った旨証言していることにも裏付けられる

（なお、Ｖは、上司であるＴの指示を受けて本件工事にかかる事務を業務として担

当していた者であって、虚偽供述の動機はなく、その証言は全体として信用でき

る。）。 

 ⑸ 検討 

 以上を踏まえて検討すると、被告人が、ＣからＤＢ方式でお願いしたいなどと言

われ、ＰからＤＢ方式についての説明を受け、これをＵに伝え、本件説明会の日時

場所を設定した上、これをＰに伝え、実際本件説明会の冒頭に出席してＤＢ方式に

前向きな発言をしていたとの事実が認められる。そうすると、被告人は、Ｂ社が本

件工事を受注することを前提にこれを後押しする行動をしているといえるのであっ

て、このことは、被告人が本件受注調整の存在を認識していたことに沿う事情とい

える。 

 もっとも、それを超えて、検察官主張のとおり、被告人が、Ｉグループの意向に
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沿うように、市職員に指示して本件工事の発注方式をＤＢ方式に変更させたことま

で認めるには疑いが残る。すなわち、ＣもＰも、被告人に対して、Ｉグループがな

ぜＤＢ方式への変更を目指しているのかについて工期の短縮や費用の削減といった

説明に終始し、本当の理由（ＩグループとしてはＨ社が発注者支援業務を受注する

ことで市側の内部情報を得やすくすることなど。各企業にとって様々な理由があ

る。）については明らかにしていない。そうすると、被告人が供述するように、Ｐ

らから説明を受けて、ＤＢ方式がＡ市にとってメリットの大きい方式であると感じ、

本件説明会を設定しただけであり、その変更はＰから営業を受けていたＵら市職員

の意向が反映されたものである可能性を否定できない。また、そもそも、ＴもＵも、

ＤＢ方式への変更が被告人の意向であると思ったと証言するのみで、ＤＢ方式への

変更について、被告人による何らか具体的な言動があったと証言しているわけでも

ない。したがって、被告人が、Ｉグループに受注させるために、ＤＢ方式へ変更さ

せたとまで認めることはできない。 

 ４ 本件工事のプロポーザルの参加要件の変更 

 ⑴ 本件工事のプロポーザルの参加要件の変更内容 

 令和２年１月３１日に公表された募集要項のうち、本件工事の公募型プロポーザ

ルへの参加資格要件は、応募者となる設計企業、建設企業、工事監理企業及び火葬

炉企業で構成する異業種特定ＪＶについて、ⓐ建設業務にあたる者は単独又は複数

の構成員で構成すること、ⓑそのうち１者以上を市内業者（市内に本店として登録

を有する者）又は準市内業者（市内に支店・営業所等の社屋があり、本店機能に相

当すると判断できる程度の営業能力・規模を有する者）とすること、ⓒ火葬炉企業

は、２以上の応募者の構成員として参加することを条件付きで認めることなどとさ

れていた（甲１４、１５８）。 

 令和元年１１月の時点におけるＡ市側の検討では、これらの要件は、ⓐⓑについ

ては、建設企業は単独では足りず、２ないし３者で構成する必要があり、しかも、

代表となる建設企業は、市内業者・準市内業者に限らず、県内に営業所がある業者
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も含まれていたほか、代表以外の建設企業は「土木一式」の登録をしている業者で

なければならなかったこと（Ｂ社は建築一式の登録のみ）、ⓒについては、火葬炉

企業を含めて、２以上の応募者の構成員として参加することはできないこととされ

ていた（甲１５０別添３）。 

 そして、令和２年１月１７日の第１回事業者選定委員会（以下「本件事業者選定

委員会」という。）の前までに、上記「土木一式」の要件が「建築一式又は土木一

式」に変更され、さらに、本件事業者選定委員会後まもなくの時期に、それ以外の

３点の要件（ⓐ建設企業の単独参加、ⓑ代表企業の県内本店への限定、ⓒ火葬炉企

業の重複参加）が変更された（Ｖ証言等）。 

 ⑵ 当事者の主張（被告人が上記ⓐ～ⓒの３点を変更させたのかについて） 

 検察官は、被告人は、本件工事の公募型プロポーザルへの参加要件に関し、Ｃか

ら依頼を受け、Ｉグループの意向であることを認識しながら、Ｔに対し、上記ⓐか

らⓒの３点の要件変更を指示しており、このことは、被告人が本件受注調整の存在

を認識し、自ら調整に関与していたことを裏付けると主張するのに対し、弁護人は、

被告人が、Ｔに対し、県内業者に限ったらどうかと述べたことはあったが、Ｉグル

ープの意を受けた提案をしたことはなく、上記ⓐ～ⓒの３点の変更を求めたことは

ないと主張する（被告人は依頼を受けたこともないと旨供述する。）。  

 ⑶ Ｃが被告人に上記ⓐ～ⓒの３点の変更を依頼したか 

 ア Ｃの証言概要 

 令和元年１１月以降、Ｐが入手した本件工事のプロポーザルの参加要件に関する

資料（甲１５０別添３・「参加要件（ＪＶ構成員）の検討について（案）」と題する

書面や「募集要項（たたき台）」と題する書面）を見て、建設業者１者で受注した

いのに、ⓐ建設企業として建築工事業者と土木工事業者の２者が必要とされている

点や、ⓑ代表企業が県内に営業所がある建設企業も参加できるとされている点が問

題であったほか、参加して辞退してもらう予定のＤ社とＪＶを組む火葬炉企業がな

かったことから、ⓒ火葬炉企業の重複参加が禁止されている点が問題となった。 
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 令和元年１２月２６日、Ｐとともに、Ｆ事務所に行き、被告人に対し、Ｐがⓐ建

設企業の単独参加とⓒ火葬炉企業の重複参加につき記載された「参加資格要件にお

ける追加事項」と題する書面（甲１５０別添３）を示してこの２点につき、説明し、

Ｃがその２点の変更をお願いした。 

 令和２年１月１７日、それでも参加要件が変更されていないことから、Ｐからメ

ールで上記ⓐⓒの２点を被告人への「擦り込み」を依頼され、被告人に、電話で、

上記ⓐⓒとともに、ⓑ代表企業を県内に本店がある企業に限ることも加えて３点の

変更をお願いしたところ、被告人は了解してくれた。 

 イ Ｐの証言概要 

 Ｐは、概要、上記ⓑの変更依頼の点以外は、Ｃと同旨の証言をする。すなわち、

本件工事の参加要件について、Ｂ社が一社で参加できるように、建設企業の単独参

加を可能にし、Ｋ社が異なるＪＶに参加できるように、火葬炉企業の重複参加を可

能にしたかったことから、被告人から市の担当者に要件の見直しを強く主張しても

らおうと考え、令和元年１２月２６日、ＣとＦ事務所に行き、被告人に、前記「参

加資格要件における追加事項」と題する書面を示して説明し、Ｃが２点の要件の変

更をお願いしたが、本件事業者選定委員会でも参加要件の変更がなされていなかっ

たため、Ｉグループにメールを送信し、Ｃから被告人に再度「擦り込み」をお願い

した。 

 ウ Ｃ、Ｐの証言の信用性 

 令和元年１２月２６日にＣとＰが被告人を訪ねた旨の両名の証言は、Ｃが使用し

ていた手帳の令和元年１２月２６日の欄に「Ｆ事ム所 １０：００」との記載があ

ること（甲１５０別添１）に裏付けられているし、令和元年１２月２５日、ＰがＩ

グループに送信したメール（甲１５０別添１５）に記載された「１）Ｆ先生より、

市側に追加事項について再検討する様指示→コンサルに再相談する様に示唆して貰

う。」「２）市側から、当社に相談（参加要請書の再検討依頼を指示頂く）」「３）当

社から追加事項を盛り込んだ参加資格要件書を提出します。」という「今後の段取



 20 

り」ともよく整合している。そして、同月２６日に被告人に上記ⓐⓒの２点の要件

変更を依頼した旨のＰ及びＣの証言は、Ｏ、Ｎ及びＬも、本件工事の参加要件につ

いて、Ｉグループとしては、ⓐ建設企業の単独参加とⓒ火葬炉企業の重複参加を可

能にしたいと考えていた旨の証言をしていることや、Ｐが、令和２年１月１７日、

Ｃらに「参加要件に盛り込む①火葬炉企業重複参加、②建設企業の単独参加の内容

は反映されていません。」「Ｃ社長 可能であれば、上記の２点、改めて先生に擦り

込みをお願いします」とのメールを送信していること（甲１５０別添５）ともよく

整合しており、信用性できる。また、Ｐから要件変更について被告人への擦り込み

を依頼されたＣが、被告人に電話をするという経過は自然であって、被告人に電話

をかけて、参加要件の変更をお願いしたとのＣの証言は、上記２点の依頼をいうに

限っては、信用できる。 

 ただし、Ｃがⓑ県内本店に限る点も依頼した旨を証言する部分は、検討を要する。

Ｐ、Ｏ、Ｎ及びＬのみならず、Ｂ社のＧも、本件工事の参加要件について問題とな

っていたのは、ⓐⓒの２点であって、ⓑ代表企業に県内営業所が含まれている点が

ＩグループやＢ社にとって問題になっていたとは証言していない。また、前記１２

月２６日のＰの被告人に対する説明書面や、ＰがＩグループに送信した前記「擦り

込み」依頼のメールにも、２点の参加要件の問題を指摘するのみで、ⓑ県内営業所

の点には何ら言及されていない。Ｃの証言は、県内営業所が含まれていることの問

題にいつ気付いたのか、なぜＰらと問題意識を共有しなかったのか、どのように対

応しようとしたのかなどの点においてあいまいである。そうすると、この点のＣの

証言は信用性に疑問が残るといわざるを得ない。 

 エ 検討 

 以上のとおりＰ及びＣの信用できる証言部分によれば、令和元年１２月１６日、

ＣとＰが、被告人に対し、上記ⓐⓒの２点の要件の変更について説明して依頼し、

令和２年１月１７日以降に、Ｃが電話でその２点について再度依頼した事実が認め

られる。 



 21 

 ⑷ 被告人がＴに対し上記ⓐ～ⓒの３点の変更を指示したか 

 ア Ｔの証言要旨 

 令和２年１月２０日頃、本件事業者選定委員会の後、事業を円滑に図るため、被

告人に募集要項等の説明に行った。書面（甲１５２別添５３の４枚目の手書き部分

がないもの）を示しながら、被告人に説明した。ⓑ代表者である建設企業の項目に

つき「県内営業所または県内本店で」という記載を説明すると、被告人から「県内

だけでやれ」と県内にある本店に限定するようにとの趣旨のことを言われたほか、

ⓐの構成員となる建設企業の項目につき「代表者及び構成員①のＪＶ数は２～４Ｊ

Ｖまでとする」との説明には、「単独じゃあかんのか」と建設企業を単独でも参加

できるようにしろという趣旨のことを言われ、さらにⓒ「火葬炉企業」について

「複数でできないのか」と同じ火葬炉メーカーが複数のＪＶに参加できないのかと

も言われた。Ｔが説明をしても被告人は同じことを繰り返し、最終的に被告人から

「コンサルに相談せえ」と言われた。そして、県内営業所を県内本店にするのは、

県内業者の育成にもつながり、それなりの理由があると考え、Ｖに変更の指示をし

たが、残りの２点の要件の変更には理由がつかないと思い、Ｐに電話で相談したと

ころ、Ｐが変更に関する理由を記載した「参加資格要件における追加事項」と題す

る書面（甲１５２別添４６）を持ってきてくれ、これで理由がつくと思い変更を指

示した。 

 イ 検討 

 Ｔの証言は、ⓐ～ⓒの３点の変更を被告人に依頼した旨のＣの上記証言や、Ｔか

らⓐⓒの２点の変更につき相談を受けた旨のＰの証言と整合的であるし、Ｔから、

同月２０日にⓑ県内営業所を削除する変更について、同月２２日か２３日に上記ⓐ

ⓒの２点の要件変更について、被告人の意向であるとして変更を指示されたとのＶ

の証言（Ｖ証言が信用できることは前記のとおり）とも整合していることからすれ

ば、信用してよいようにも思われる。 

 しかし、次のとおり、関係証拠やＶの証言等を踏まえて検討すると、ⓑ県内本店
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への限定への変更は、被告人からの提案があったと認められるが、上記ⓐⓒの２点

の変更については、Ｔに提案していないとの被告人の供述を排斥できない。 

  Ｔは、被告人との面談の後、Ｖに対し、被告人から言われたⓑ代表企業の県

内営業所を外す件はそのまま指示したが、ⓐ建設企業の単独参加、ⓒ火葬炉企業の

重複参加の件は、理由がつくかＰに電話で対応を求め、Ｖにはⓐⓒの２点について

被告人からあったことやＨ社に確認中であることを含めて何も伝えていないと証言

している（Ｖも同旨の証言をしている。）。 

  まず、上記ⓑに関し、前記のとおり信用性が高いＶの証言によれば、Ｖは、

令和２年１月２０日、ＰらＨ社関係者に、「①参加要件の妥当性について 代表者

を「県内本店」までとすることが考えられます。」「御社からの視点として今回の

ＪＶ構成が妥当であると整理いただけますでしょうか。」とのメールを送信してお

り（甲１５２別添２）、これはＴから県内営業所を外すよう指示された当日である

という。同月１７日の本件事業者選定委員会において決定された要件をわずか３日

で変更を検討するような事情は、その間に特段うかがわれないのであるから、同月

２０日、Ｔが、被告人に対し、本件事業者選定委員会の結果や今後の方針などにつ

いての説明を行った際に、その場で被告人からＴに対して、代表企業を県内本店に

限る（県内営業所を削除する）ことについて提案ないし示唆があったと考えるのが

自然である。 

 そうすると、Ｔが、同年１月２０日に、被告人からの提案を受けて、県内営業所

を削除することをＶに指示したという証言部分については、信用できる（被告人も、

地元の業者、市内の業者が有利になるよう求めた旨供述しており、Ｔの証言部分と

大きく異なる供述をするものではない。）。 

  次に上記ⓐⓒの２点の要件変更についてみる。Ｖは、上記のとおり、ⓑに関

しＴから代表企業の県内営業所を削除するように指示された後、その日のうちにＰ

らＨ社関係者にメールで「至急のお願い」としてその検討を求めている。それにも

かかわらず、被告人から同じタイミングで指示を受けたという上記２点の要件変更
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について、募集要項の公表が迫る中で、最終的には被告人に従うしかないと考えて

いたというＴが、実務担当者であるＶにそのことを何ら伝えず、直接Ｐと電話でや

り取りをしていたというのは不自然さを否めない。 

 この点、Ｔは、捜査段階において、被告人とは別に、副市長のＵからも、これら

の要件変更ができないかという話があったかもしれない旨の供述をしていたことが

うかがわれる（Ｔ証言）。また、Ｐは、令和２年１月２２日、Ｉグループに対し、

「あの後、市側（部長、参事）と協議を行い追加要件（①建設企業の単独参加、②

火葬炉企業の重複参加）の盛り込みについては、上層部には、概ね納得は頂きまし

た。その後、原課（事業推進課）へ参事から話を落とすとのことで、了解が取れれ

ば明日、朝一番に、原課（多分、Ｖ係長）から私に宛に連絡が入るとのことでし

た。」とのメールを送信している（Ｌ証言・別紙１０に基づくもの）。 

 これらは、上記２点の要件変更について、本件事業者選定委員会後に、ＰがＴや

ＵらＡ市側と協議を行っており、その結果として、ＵからＴに同要件を変更できな

いかとの提案があり、ＴあるいはＵの判断で変更が決定され、Ｔから事業推進課の

Ｖに指示がなされた可能性をうかがわせる事情である。むしろ、このように、上記

２点の要件変更は同月２０日の被告人とＴの面談で被告人が言い出したものではな

いと考える方が、Ｔが被告人との面談後に、同要件変更を求められたことをＶに何

ら伝えていないことを合理的に説明できる。 

 したがって、被告人から同要件の変更を求められたとのＴの証言部分に基づく認

定はできず、被告人は上記ⓐⓒの２点の要件変更について何らの提案をしていない

可能性を排斥できない。 

 ⑸ 以上によれば、令和元年１２月から翌１月にかけての要件の変更に関する被

告人の関与についてみると、Ｉグループがⓐ建設企業の単独参加、ⓒ火葬炉企業の

重複参加の要件の変更を目指し、ＣやＰが被告人にこの２点の変更について説明し

て依頼したことがあると認められるが、これを受けて、被告人が、Ｔにそれらの変

更を指示したと認めるには疑いが残る。また、被告人が、Ｔに対し、代表企業を県
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内本店に限定した方がいいのではないかとの趣旨の発言をし、これを受けてＴがそ

の要件変更を指示した事実は認められるが、Ｃから依頼を受けたと認めるには疑い

が残り、被告人自身の「地元の業者が有利なように」との思いから疑問を呈した可

能性を否定できず、この発言をもって、被告人がＩグループの意向であると認識し

ながらⓑの要件の変更を指示したとは認められない。 

 ⑹ 土木一式要件の変更について 

 令和元年１１月下旬以降問題となっていた土木一式の要件の変更についてみる。 

 ア Ｔの証言概要及びその信用性 

 Ｔは、令和元年１１月６日の副市長であるＵへの説明の後、Ｕから、何で土木一

式の業者が入ってるんやというふうに被告人から言われたので、入っている理由を

被告人に説明しに行ってくれと言われ、Ｖらと構成員たる建設企業に土木一式が必

要な理由を説明したが、納得を得られず、その後、Ｐも入れて再度被告人に説明を

したが、やはり納得を得られず、Ｐとの協議の結果、「土木一式」を必須とせず、

「建築一式又は土木一式」と要件を変更した旨証言する。なお、Ｕ、Ｐ及びＶも同

旨の証言をする。 

 Ｔの上記証言は、前記４⑴のとおり、実際当該要件が変更されていることのほか、

令和元年１１月１９日から２２日にかけて、ＶがＰに、なぜ土木一式を入れるのか

の説明を求めるとともに、Ｐから被告人に同月２６日に直接説明をするよう依頼す

るメールを送っていること（甲１５２別添２）に裏付けられているほか、Ｕ、Ｐ及

びＶの証言と互いに信用性を支えあっており、信用できる。 

 イ 被告人の供述を踏まえた検討 

 この点、被告人は、本件工事の参加要件に「土木一式」と書かれているのを見て、

本件工事にゼネコンが参加してきて、地元の業者が外されてしまうのではないかと

不安に思い、Ｕに確認し、その後Ｔらから説明を受けた旨供述する。 

 前記のとおり、Ｂ社らＩグループは当初から、建設業務にあたる者が複数（２か

ら４者）でなければならないという要件を問題視していたのであるから、代表企業
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以外の構成員の登録業種に関心をもっていたとは考えられないし、Ｏ及びＬは、Ｉ

グループが問題視していた参加要件として土木一式の要件については何も証言して

いない。 

 そうすると、同要件の変更は、被告人が、Ｃからの依頼を受けてＵに話を向けた

ことによってされたものではなく、被告人自身の疑問や問題意識をＵやＴらに伝え

た結果、Ｔが変更を決めたと考えるのが自然である。  

 ５ 被告人の本件受注調整に対する認識 

 前記第３の１⑹のとおり、被告人は、Ｃの依頼を受け、本件工事はＢ社が受注す

ることなどをＥに提案し、これに応じるとのＥの返答を聞き、本件受注調整を仲介

したといえるのであって、Ｅの返答がＣに伝わったかは確認していないものの、前

記同２⑶のとおり、本件工事以前にも、Ｂ社とＤ社の間で受注調整がなされていた

ことを認識していたことからすれば、自らが仲介したとおり本件受注調整がなされ

ることを認識していたものと認められる。前記同３⑸のとおり、被告人が、ＤＢ方

式への要件変更に際し、本件工事をＢ社が受注することを前提にこれを後押しする

行動をしていたことは、それに沿う事情といえる。前記同４⑸のとおり、Ｂ社らＩ

グループの意向に従ってプロポーザルの参加要件を変更するなどはしたとは認めら

れないものの、Ｃから同要件の変更の依頼を受ける中で、自らが仲介したとおり本

件工事をＢ社ＪＶが受注するべく事態が推移していることは把握していたと考えら

れる。そうすると、令和２年７月９日の表決の時点において、被告人は、本件受注

調整の存在を認識していたと認められる。もっとも、Ｄ社が参加してすぐに辞退す

るなどといった具体的な方法についての認識は未必的なものにとどまると考えられ

る。 

 この点、弁護人は、Ｂ社が本件工事を受注したのは、本件受注調整の結果ではな

く、Ｂ社とＤ社それぞれの思惑が一致したにすぎない旨主張する。前記のとおり、

Ｄ社を頻繁に訪れていた被告人が、Ｓらから、Ｄ社は防災市民センター工事の受注

を目指していると聞いていた可能性は排斥できず、Ｅと話をした平成３１年４月３



 26 

日時点では、Ｂ社及びＤ社両社の意向どおりの受注がされると認識していたとも考

えられる。しかし、前記のとおり、被告人がわざわざＥのところに赴いて、Ｅに対

し、Ｂ社は本件工事、Ｄ社は防災市民センター工事という話をするということは、

あえてそのことを明確にする趣旨以外に考えられないのであるから、たとえそれが

両社の意向に沿うものであったとしても、まさに事前の合意（本件受注調整）を仲

介したというべきである。上記弁護人主張や被告人の認識は、本件受注調整の存在

及びその認識を否定する事情ではない。 

 したがって、被告人は、本件受注調整の存在を認識していたと認められる。 

 ６ 職務上不正な行為の存在 

 前記のとおり、Ａ市議会議員であった被告人は、同市議会において議決すべき本

件工事の請負契約締結の議案に対し、質疑、討論、表決等を行う職務権限を有して

いた。 

 そして、Ａ市が策定した「談合情報対応マニュアル」によると、「談合」とは、

公共工事の入札（公募型プロポーザルによる随意契約を含む。）において、事前に

業者が価格や落札者を話し合って決めることをいい、「談合」があった場合には、

入札の中止や無効、契約の取消しや解除といった措置がとられる（Ｙ証言。なお、

同人の証言は、企画政策部長という立場から、関係法令等にも基づき一般論を述べ

るもので信用性に疑いはない。）。本件受注調整は、ここにいう「談合」に当たるこ

とからすると、Ａ市の締結する契約が適正妥当なものかチェックすべき職責を負う

同市議会議員としては、本件受注調整の存在を認識していたのであれば、そのこと

を議会において質疑等を通じて明らかにするとともに、Ｂ社と市との請負契約締結

に係る議案に反対する表決を行う職責を負うと解するべきである。 

 そうすると、前記のとおり、被告人は本件受注調整の存在を認識していたにもか

かわらず、令和２年７月９日の令和２年Ａ市議会６月定例会に出席しながら、その

職責に反し、本件仮契約の締結に関し、何ら質疑等を行わず、あえて異議を唱えず

に賛成の表決をしたものであり、被告人は職務上不正な行為を行ったといえる。 
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第４ 職務上不正な行為等に関する賄賂の収受の有無、その認識の有無等（争点②） 

 １ Ｉグループによる被告人への謝礼の決定 

 ⑴ Ｃ、Ｇの証言概要 

 Ｃは、本件工事の受注に対して、被告人に謝礼を支払うことを受注前から考えて

おり、Ｇにはその話をしていた、謝礼金の額は受注金額の３％にしようと考えてお

り、受注後の令和２年７月にはＧにその旨伝え、手帳にもその額などを記載した、

受注金額の３％は７３９８万円であったが、Ｇと話し合って７５００万円とした旨

証言する。また、Ｇは、Ｃと相談し、本件工事の受注に対して、被告人に謝礼を支

払うこととなり、その金額については、Ｃから請負金額の３％と言われたが、最終

的には切り上げて７５００万円となった、被告人への謝礼はＩグループ３社で分担

することにし、令和２年７月頃、Ｎに対し、Ｏの報酬１％と被告人への謝礼３％の

分担を伝え、その後、分担を明らかにする「ＩグループＪＶ共通費」との書面を作

成し、ＬとＮにメールで送信した旨証言する。 

 ⑵ Ｃ、Ｇの証言の信用性 

 Ｃが使用していた手帳の「７／２２」と書かれた下の部分に、「火葬場」として

２４億６６００万円と書かれ、その下に「（８３．５）Ｂ社」「（６．１）Ｊ社」

「（１０．４）Ｋ社」とそれぞれ書かれた横に２４億６６００万円を括弧内の％で

割り付けた金額が記載され、さらにその下に「③」と書かれ、それぞれの金額の

３％に当たる金額の合計額「７３，９８０」（単位は千円と考えられる。）との記載

がある（甲１５０別添１）。また、Ｇが、令和３年４月１６日、Ｎ及びＬに、「Ａ市

新火葬場整備事業 ＩグループＪＶ共通費」と題する書面（甲１５０別添２０）を

メールで送信しており、そこに項目として「技術提案 支援料 ３％」、金額とし

て「７９，３２０，０００」（なお、金額については「７３，９８０，０００」と

修正されている書面〔甲１５０別添４〕が発見されている。）、備考欄に「Ｆ氏」、

その下にＩグループのそれぞれの負担率及び負担額が記載されており、「Ｆ氏」は

被告人を指すと考えられる（Ｇ、Ｎ及びＬが同旨の証言をしている。）。これらの記
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載は、Ｉグループが本件工事の受注額の３％を被告人に支払う必要があることを示

すものであるから、この支払うべき金銭は、本件工事の受注に関して被告人がした

ことへの対価とみるのが合理的である。そうすると、これらの記載は、Ｃ及びＧの

上記証言を強く裏付けるものといえる。また、Ｎ及びＬも、本件工事について、Ｇ

から受注金額の３％を報酬として被告人に支払う旨聞いたという趣旨の証言をして

いることは、上記⑴のＣ及びＧの証言の信用性を支える事情である。そうすると、

Ｃ及びＧの上記証言は信用できる。 

 ⑶ 以上信用できるＣ及びＧの上記⑴の証言によれば、Ｃ及びＧは、Ｉグループ

として、被告人に対し、遅くとも令和２年７月頃には、本件工事の受注に関して、

受注金額２４億６６００万円の３％（最終的には切り上げて７５００万円）を謝礼

として支払うことを考えていたと認められる。 

 ２ １回目（令和３年６月２１日頃）の被告人に対する現金供与状況 

 ⑴ Ｃの証言概要及びその信用性 

 Ｃは、令和３年５月１４日、被告人が甥のＲとＢ社に来たので、Ｇと応対したと

ころ、被告人から３０００万円貸してもらえないかと言われた、返済期限や利息、

担保といった話はなく、この時期に本件工事の請負代金の一部が入金されたことか

ら、謝礼金の催促だと思い、その一部として３０００万円を渡すことにした、それ

から１か月ほどして被告人に電話をかけ、現金を渡す日時を決めたが、同年６月２

０日から２３日まで家族旅行の予定があったため、Ｇに受け渡しを指示した、Ｇが

被告人に３０００万円を渡したのは同月２１日、２２日、２３日のいずれかであり、

同月２４日にＧから３０００万円を渡したとの報告を受けた、その際、被告人の名

刺の裏に３０００万円を借用した旨が手書きされたものを受け取った旨証言する。 

 Ｃの上記証言は、Ｃ使用のスケジュール帳の５月１４日の欄に「Ｆ氏 来社 

９：００」と記載されていること（甲１５０別添１）やＣ使用の携帯電話に、同年

６月１８日午後０時２３分、被告人の携帯電話に発信し、２分間通話している記録

が残っていること（甲２７）、Ｃが使用していた令和２年１２月から令和３年１２
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月までの手帳の６月２０日の欄に「仙台行」との記載があり、６月２３日の欄に

「帰宅」との記載があること（甲１５０別添１）とよく整合している。また、本件

工事の請負代金等の一部として、同年４月９日に８３３８万７７００円、同年５月

１０日に１億４５００万円が支払われたことや、前記のとおりＩグループにおいて、

本件工事の受注に関する謝礼として被告人に７５００万円を支払うことが遅くとも

令和２年７月には決められていたこととも整合する。後述するＧの証言とも合致し

ており、Ｃの上記証言は信用できる。 

 ⑵ア Ｇの証言概要 

 令和３年５月１４日、被告人とＲがＢ社に来て、Ｃと応対したところ、被告人か

ら、Ｒに３０００万円を貸してほしいとの依頼があり、Ｃが承諾したが、返済期限

や利息、担保といった話はなかった。その発言を聞いて、本件事業の謝礼の要求だ

と思った。 

 同年６月１８日、Ｒから被告人が近々入院するので、それまでにお願いしたいと

連絡があり、Ｃに電話をしたところ、すぐに出られない旨定型のショートメールが

送られてきた。数時間後に、Ｃから電話があり、Ｒからの電話の内容を伝えたとこ

ろ、その数時間後に再度Ｃから電話があり、被告人とＣのスケジュールが合わない

ので、代わりにＦ事務所に謝礼金を持っていくように頼まれた。その日時もＣから

指定されたが、Ｒからの電話から２、３日以内の平日であり、同年６月２１日か２

２日であったと思う。 

 謝礼金受け渡しの当日、現金１０００万円の固まりを２つ縦に入れ、その上に１

０００万円を乗せて入れた銀行の封筒を手提げの紙袋に詰め、これを持って車でＦ

事務所に向かった。到着するとＲに案内され、事務所の応接室に入ると、被告人が

いた。女性の事務員に見られないように、取りあえずは持ってきた紙袋を自分の足

元に置き、女性の事務員がお茶かコーヒーを出してくれた後、被告人の話が途切れ

たところで、持ってきた紙袋をテーブルの上に置いて、「これ、預かってきました。」

と言って、テーブルを挟んで左斜め前に座っていた被告人に差し出した。すると、
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被告人は、「おおきに、おおきに」と言って、紙袋を自分の足元に下ろし、自分の

名刺の裏に３０００万円借用した旨を書き、差し出してきたのでこれを受け取った。

後日、Ｃに報告し、受け取った名刺も渡した。 

 イ Ｇの証言の信用性 

 Ｇの上記証言は、Ｇ使用の手帳の５月１４日の欄に「Ｆ９－」との記載があるこ

と（甲１５０別添２７）や同年６月１８日午前９時２７分に、ＣからＧに、ショー

トメールで「ただ今電話に出ることができません。改めてこちらからご連絡差し上

げます。」とのメッセージが送られていること（甲１５０別添８）、Ｃ使用の携帯電

話に、同年６月１８日午後０時２３分、被告人の携帯電話に発信し、２分間通話し

ている記録が残っていることに裏付けられているし、Ｃの証言とも合致する。また、

現金受け渡し当日についての証言は、まさに体験していたからこそできるといえる

ほど具体的であるし、迫真性に富む内容である。仮に被告人が供述するとおりＧで

はなくＣが３０００万円を被告人に渡したというのであれば、Ｇにおいて、３００

０万円もの金額を供与した贈賄罪に自らが問われるにもかかわらず、あえて虚偽を

述べる動機は見当たらない。そうすると、Ｇの上記アの証言は信用できる。 

 ⑶ア 被告人の供述概要 

 被告人は、令和３年６月２１日頃、Ｆ事務所でＧから３０００万円を受け取った

ことはない、同年５月後半に、Ｂ社において、Ｃから３０００万円を受け取ったこ

とはあるが、これはＣから借り受けたものである、Ｃには、かつて被告人が所属し

ていた暴力団の組事務所であった大阪市内の土地建物（以下「大阪物件」という。）

を、被告人の内妻の資金で、暴力団員であるＷが購入し、暴力団事務所として使用

していたが、暴力団対策法による使用禁止命令が出て、Ｗから返還してもらうとい

う話が出て、同年４月に名義をＷから内妻に変更したので、立ち退き料という形で

Ｗに金を渡したいと説明して貸してもらうことになった旨供述する。 

 イ 被告人の供述の信用性 

 現金授受の状況について、被告人は、同年４月頃、Ｂ社でＣに上記の説明を行い、



 31 

同年５月後半のある日、午前９時半か１０時前にＣから現金が用意できたと連絡が

あり、すぐに行くと言って、Ｒと車でＢ社に行き、Ｃから３０００万円を受領した

旨供述する。しかし、Ｃ使用のスケジュール帳の５月１４日の欄に「Ｆ氏 来社 

９：００」との記載があることからすると、被告人がＣから３０００万円を受け取

った日は同年５月１４日になると考えられるが、電話をかけ被告人から「すぐに伺

わしてもらいます」と言われたＣが、わざわざ同日のスケジュール欄に被告人がＢ

社に来ることをメモするとは考えにくいし、被告人が来社する時間も午前９時とは

考えられないことからすると、被告人の供述はＣの手帳の記載と整合しない。また、

Ｇの手帳の同日の欄にも「Ｆ９－」との記載があり、Ｂ社で応対したのはＣのみで

あるとの被告人供述はこの記載とも整合しない。 

 被告人は、大阪物件は内妻に黙って内妻の資金でＷのために購入したものである

から、立ち退き料をＷに支払うことを内妻に言えず、Ｃに頼むことにしたと供述す

るが、大阪物件には平成１６年１０月受付の債務者Ｗ、権利者を内妻とする抵当権

設定仮登記が設定されており（甲１５９、１６０）、内妻の資金でＷが大阪物件を

取得したことを内妻が知らなかったとは考え難く、不自然である。 

 この点、Ｘは、Ｒから、お金は被告人から出るので、Ｘの義理の兄であるＷとそ

の家族が住む家を３０００万ほどで買うように言われ、令和３年７月頃に神戸市内

の物件を２５００万円で購入し、代金はＲが支払い、Ｒから残りの４３９万円ほど

を受け取った旨証言する。しかし、被告人によれば、Ｗに対する立ち退き料として

不動産取得等の費用を用意しようと考えていたというのに、契約書や登記などの名

義人がすべてＸになっている（弁１）のは不自然であるし、Ｗもその家族も一度も

当該物件に住んだことはないというのも不自然である。被告人がＷのためにＣから

借り受けてまで用意した３０００万のうちの残りを、余ったからというだけの理由

で、ＲがＸに贈与するということも考え難い。そうすると、Ｘの証言は信用できず、

被告人の供述の信用性を支えるものとはなり得ない。 

 そもそも、３０００万円もの大金を返済期限も利息も担保も定めず、金銭消費貸
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借契約書も作成せずに貸すなどということは通常考えられないし、本件までにＣが

被告人に金銭を貸したことは一度もなかったことからすると一層考え難い。これに

ついて、被告人は、Ｃの妻の父や兄が被告人と同門の暴力団員であったことから、

理解してくれると思った旨供述するが、Ｃ自身は暴力団員ではなく、暴力団と関わ

りのあったＣの妻の父も兄も令和３年の時点ですでに死亡していたことからすると、

このことが、Ｃ自身にとって何の関係もない物件の立ち退き料を払うために、３０

００万円もの大金を被告人に貸し付ける動機になるとは考えられない。 

 以上によれば、３０００万円を受領した趣旨に関する被告人の供述は、信用でき

ず、Ｃ及びＧの上記証言の信用性は揺らがない。  

 ⑷ 以上信用できるＧ及びＣの証言によれば、令和３年６月２１日頃、ＧがＦ事

務所で３０００万円を被告人に供与した事実が認められ、その趣旨は、Ｉグループ

で決められていた本件工事の受注に関する謝礼７５００万円の一部であることも認

められる。 

 前記のとおり、Ｉグループが本件工事の受注額の３％を被告人に支払うことにし

た経緯からすれば、Ｃ及びＧにおいて、その趣旨は、Ａ市議会の議案に係る公共工

事である本件工事の受注に関して被告人がしたことに対する対価としての謝礼であ

る。そうすると、この３０００万円の供与は、前記第３のとおり、市議会議員の立

場にある被告人が、Ｃの依頼を受けてＥに対し働きかけて本件受注調整の仲介をし

たこと、Ｃの依頼等を受けて市の職員にも指示等してＤＢ方式についての本件説明

会を設定等したことのほか、プロポーザルの参加要件の変更に関しＣらからの働き

かけを受けるなどして本件工事をＢ社ＪＶが受注するべく事態が推移していること

を把握する中で、本件受注調整を認識しながら、市議会での契約締結に係る議案に

つき異議を唱えることなく賛成の表決をしたことなどといった一連の便宜を図った

ことに対する謝礼の趣旨、すなわち、被告人の市議会議員としての職務に関する対

価であるとともに、職務上不正な行為に対する対価をも含む賄賂の趣旨でなされた

ものと認められる。 
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 ３ ２回目（令和３年１２月２２日頃）の被告人に対する現金供与状況 

 ⑴ Ｃ、Ｇの証言概要 

 Ｃは、令和３年１２月２２日、被告人に対する謝礼金の残額である４５００万円

をＢ社のＣの部屋でＧから受け取った、南都銀行の封筒に入れられ、その封筒は茶

色の紙袋に入れられており、中身の現金は白い帯に巻き変えられていた、金額まで

は数えていないが、その大きさや重さから４５００万円あると思った、同日午前１

０時頃、一人でＦ事務所に行くと、長いソファーに腰かけ左側に紙袋を置いた、そ

の後、被告人が入室し、左斜め前の一人掛けソファーに座ったところで、「これ残

りのお金です。」と言って、紙袋を被告人の右側に置き、Ｇから受け取っていた３

０００万円を借用する旨記載された名刺を紙袋に入れた、被告人はありがとうとい

う感じで紙袋をその左足に置き換えた旨証言する。 

 Ｇは、同年１１月頃、Ｃから被告人に対する残りの謝礼金は年内に済ませたいと

言われ、複数回に分けて、４５００万円の帯封（１０００万円分の帯封４つ、１０

０万円分の帯封４５個）を作成して付け替える作業をした、Ｃから被告人に渡す日

を言われ、その前日に２０００万円と２５００万円に分けて２つの銀行の封筒に入

れ、当日にその封筒を少し丈夫な手提げの紙袋に入れ、置いときますと言ってＣの

机の横に置いた、その後、Ｃから、被告人に謝礼金を持って行ったことや３０００

万円の借用する旨記載された名刺を返したことを聞いた旨証言する。 

 ⑵ Ｃ、Ｇの証言の信用性 

 これらの証言は、Ｉグループにおいて、本件工事の受注に関する謝礼として被告

人に７５００万円を支払うことが決められており、すでに令和３年６月２１日に被

告人に３０００万円が支払われていることと整合するし、Ｃが使用する令和２年１

２月から令和３年１２月までの手帳の１２月２２日の欄に「Ｆ氏 １０：００」と

の記載がある（甲１５０別添１）ことや被告人方１階金庫内から発見された現金２

３００万に付けられた白い帯封からＧの指紋が検出されていること（甲２６）から

も裏付けられる。また、これらの証言は、まさに体験していなければ証言できない
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といえるほど具体的であるし、迫真性に富む内容である。 

 ⑶ 被告人の供述概要及びその信用性 

 これに対し、被告人は、令和３年１２月の年末頃、ＣがＦ事務所に来て、紙袋に

入った現金を受け取ったことはあるが、その金額は４５００万円ではなく３０００

万円であった、「こんなんは受け取れません」「持って帰ってくださいよ」と言った

が、Ｃから令和４年４月に予定されていた市議会選挙で使ってくださいよと言われ

て受け取った旨供述する。 

 これまでＣは、被告人に対して当選祝いの酒類やゴルフコンペの商品を提供する

程度であったにもかかわらず、突然３０００万円を超えるような大金を選挙資金と

して提供するとはおよそ考えられず、Ｃが選挙資金として被告人に現金を供与した

とは考え難い。被告人の供述を前提とすれば、３０００万円の借金の返済もしてい

ないのに、更に３０００万円の選挙資金の提供を受けたというのであって、一層考

え難い。また、ＣはＦ事務所に現金を持参する前に、封筒の中身の現金がいくらで

あるかを確認していないが、Ｇは４５００万円分帯封を付け替え封筒に入れて、そ

れを令和３年１２月２２日の受け渡し当日まで施錠された金庫若しくは机の引き出

しに入れて保管していたというのであるから、Ｃが被告人に渡した封筒の中身も４

５００万円であることが強く推認される。 

 弁護人は、Ｇが４５００万円を用意した客観的な裏付けはないし、用意していた

としてもＣが裏金を私的に流用した可能性は否定できず、受け取ったのが３０００

万円であるとの被告人の供述を排斥できない旨主張する。しかし、Ｃ及びＧには自

己の責任を矮小化するため賄賂の額を少なく供述する動機はあっても、あえて賄賂

の額を実際より多額に虚偽の供述をする動機があるとは考え難い。加えて、本件工

事の受注に関する謝礼として、受注金額の１％を支払うとされていたＯが実際に

１％に当たる２４６６万円全額をＣから受け取っていること（同旨のＯ証言は裏付

け資料に基づくもので信用できる。）からすると、Ｇにおいて、被告人に対しての

み従前から決まっていた謝礼（受注金額の３％）のうち一部しか用意しないという
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ことは考え難いし、Ｃが用意されたものの一部しか渡さないということも考え難い。 

 以上によれば、被告人の供述は信用できず、Ｃ及びＧの上記証言の信用性を揺る

がすものではない。 

 ⑷ 以上のとおりＧ及びＣの証言は信用でき、これによれば、令和３年１２月２

２日、ＣがＦ事務所で４５００万円を被告人に供与した事実が認められ、その趣旨

は、Ｉグループで決められていた本件工事の受注に関する謝礼７５００万円の残額

であり、前述したのと同様、被告人の市議会議員としての職務上不正な行為に対す

る対価も含む賄賂の趣旨でなされたものと認められる。 

 ４ 被告人の現金供与に対する認識 

 Ｃ及びＧは、上記２回の被告人に対する現金の供与に際し、各現金をいかなる趣

旨でいくら支払うのか被告人に明示的には伝えていない。 

 しかし、前記のとおりＣ及びＧが貸金や政治資金として合計７５００万円もの大

金を供与するとは考えられないし、そのこと自体は被告人も認識していたと考えら

れる。そのほかにＣらが被告人に７５００万円もの大金を供与する理由は、本件工

事の受注に関する謝礼を除き、証拠上うかがわれない（なお、被告人自身も、２回

目の現金供与の趣旨について、Ｃが被告人に対して、Ｂ社が本件工事の受注に対し

てお世話になったと考えて現金を渡してきたのではないかと思い、何ら手伝いがで

きていないのにと思った旨供述している。）。そして、前記のとおり、被告人は、本

件工事のＢ社の受注について、Ｃの依頼等を受けて、自身が本件受注調整の仲介を

したり本件説明会の設定や冒頭の出席をしたりするなど一定の関与をした上、参加

要件の変更に関しＣらからの働きかけを受けるなどして本件工事をＢ社ＪＶが受注

するべく事態が推移していることを把握する中で、本件受注調整を認識しながら、

市議会での契約締結に係る議案につき異議を唱えることなく賛成の表決をするなど

して便宜を図ったのであるから、Ｃらが合計７５００万円もの大金を被告人に供与

した趣旨は、このような本件工事の受注に関する被告人による一連の便宜に対する

謝礼の趣旨であり、その中には職務上不正な行為に対する謝礼の趣旨も含まれてい
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るであろうと認識していたと強く推認できる。７５００万円の供与の時期は、被告

人が便宜を図ってから約１年から１年半後ではあるが、本件工事が平成２６年以降

のＡ市発注の公共工事と比べてかなり規模が大きく、公共工事をよく知る被告人が

想定できるであろう代金の支払時期を踏まえれば、この点は推認を妨げない。 

 以上によれば、被告人は、Ｃらによる現金７５００万円の供与は、市議会議員で

ある被告人の職務に関する賄賂であり、本件受注調整を認識しながら本件工事請負

契約締結に係る議案に異議を唱えず賛成する職務上不正な行為をしたことに対する

謝礼の趣旨が含まれているであろうことを認識しながら、現金７５００万円を受け

取ったと認められる。１回目の３０００万円について、被告人がＣに貸してほしい

などと言い、２回目の４５００万円について、仮にＣが被告人に市議会選挙に使っ

てほしいなどと言っていたことがあったとしても、上記認定は左右されない。 

第５ 公訴権濫用（争点③）について 

 本件において違法・不当な捜査に基づいて関係者の供述が作り上げられたなどと

いった弁護人が主張するような事情は証拠上うかがわれず、公訴権濫用の主張は採

用できない。 

第６ 結論 

 以上によれば、被告人には判示のとおりの加重収賄罪が成立するといえる。 

【法令の適用】 

 （略） 

【量刑の理由】 

 本件は、Ａ市議会議員であった被告人が、同市が発注し、同市議会の議決を要す

る新火葬場整備事業建設工事に関して、地元の建設業者間でどちらが受注するかに

つき事前に合意がされていることを認識しながら、同市議会において、その合意さ

れた業者との工事請負契約締結に係る議案の可決につき、異議を唱えずに賛成する

職務上不正な行為をし、その謝礼等の趣旨で、現金を収受した事案である。 

 被告人が得た賄賂は総額７５００万円と同種事案の中でも特に高額であり、市議
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会議員としての職務の公正さに対する社会の信頼を大きく失墜させるものとして、

それ自体厳しい非難に値する。 

 被告人は、前記認定のとおり、建設業者からの依頼を受け、本件受注調整の仲介

や市職員への説明会の設定等をしたほか、その後の業者の働きかけ等からも本件受

注調整を認識しながら、市議会において、契約締結に係る議案に異議を唱えること

なく賛成する不正行為を行い、この不正行為も含めた一連の便宜に対する謝礼とし

て現金を受領した。市議会議員としての職務の公正さ、ひいては市発注の公共事業

の公正さやそれらに対する社会の信頼をも害する態様の犯行であって、現に当該業

者の受注によりその公正さが害されたことも見過ごせない。もっとも、不正行為は、

市議会において異議を唱えず賛成したことにとどまり、契約締結に係る議案を可決

するために積極的に発言した事実はなく、それに至る一連の便宜も、業者からの積

極的な働きかけを受けてこれに応じる形で行われたもので、これを主導したとか、

賄賂の約束の下で行ったなどの事実もない。このことは、不正行為の態様の悪質さ

という点では、他の加重収賄の事案ほどではないといえる。 

 被告人は、これまで市発注の公共事業に関して地元業者が談合を繰り返している

ことを把握し時に自らも関与していたのに、市議会議員の立場にあるにもかかわら

ず、特定の業者の利益を図ることの問題性や公正な競争により得られる市民全体の

利益を図ることの重要性等を意識せずに本件犯行に及んでおり、その経緯に酌むべ

き点はない。 

 以上によれば、被告人の刑事責任は重いというほかなく、高齢で体調に優れない

面があることなど、被告人のために酌むべき事情も考慮し、主文の刑に処するのが

相当であると判断した。  

（求刑―懲役７年、主文同旨の没収及び追徴） 

令和６年１２月１２日 

  大阪地方裁判所第１４刑事部 
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